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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は弱めの動

きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、基調と

して緩やかに持ち直している。住宅投資は、減少している。設備投資は、緩やかに持ち直し

ている。公共投資は、増加している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、外国人入国者

数の増勢が鈍化している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、３５か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）

10987654322019/112112018/10

出荷指数 在庫指数生産指数

2015年
＝100.0

85

95

100

110

90

105

２．鉱工業生産～５か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２．７ポイン

ト上回る４３．２に上昇した。横ばいを示す５０は

９か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．２ポイント下回る４６．３となった。横ばい

を示す５０を８か月連続で下回った。

１０月の鉱工業生産指数は９０．０（季節調整済

指数、前月比▲２．６％）と５か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲９．６％と２か

月ぶりに低下した。

業種別では、金属製品工業等１０業種が前月

比低下となった。一般機械工業等５業種が前

月比上昇となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～３か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲６．２％）は、３か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲１４．４％）、スーパー（同

▲４．１％）ともに、すべての品目が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．７％）

は、１２か月連続で前年を上回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、１０，０１３台

（前年比▲２６．８％）と３か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２５．３％）、

小型車（同▲３０．７％）、軽乗用車（同

▲２４．５％）となった。

４～１０月累計では、１０５，１７７台（前年比

▲０．５％）となった。内訳は普通車（同

＋３．７％）、小型車（同▲４．８％）、軽乗用車

（同＋０．２％）となった。

１０月の札幌ドームへの来場者数は、４９千人

（前年比▲６５．０％）と２か月ぶりに前年を下

回った。内訳は、プロ野球の開催はなく、

サッカー２８千人（同全増）、その他が２１千人

（同▲０．４％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～７か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１０月の住宅着工数は２，６２９戸（前年比

▲３１．６％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲６．２％）、貸家

（同▲４６．４％）、給与（同▲３０．８％）、分譲

（同▲２７．３％）となった。

４～１０月累計では２２，１５２戸（前年比

▲９．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋３．６％）、貸家（同▲２２．１％）、

給与（同▲１３．０％）、分譲（同＋１６．３％）と

なった。

１０月の民間非居住用建築物着工面積は、

１７１，１３４㎡（前年比＋２．５％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋３．５％）、非製造業（同＋２．４％）であっ

た。

４～１０月累計では、１，２９５，７６４㎡（前年比

＋３．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲０．６％）、非製造業（同

＋３．６％）となった。

１１月の公共工事請負金額は２９７億円（前年

比＋１０．９％）と７か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋３３．４％）、道（同

＋３８．６％）、地方公社（同全増）が前年を上

回った。独立行政法人（同▲９３．９％）、市町

村（同▲１７．９％）、その他（同▲３６．３％）が

前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月ぶりに減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，１７７千人（前年比＋４．０％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３．６％）、JR（同＋８．４％）、フェ

リー（同＋５．１％）となった。

４～１０月累計では、８，７９３千人（同

＋６．０％）と前年を上回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１２，４２６人（前年比▲６．７％）と２か月ぶ

りに前年を下回った。４～１０月累計では、

９９４，４２６人（同＋０．３％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０１，２９５

人（前年比▲５．９％）、旭川空港が１，４７２人

（同＋１１．９％）、函館空港が７，７４４人（同

＋１８．０％）だった。

１０月の貿易額は、輸出が前年比▲２３．９％の

２６８億円、輸入が同▲２０．１％の９２６億円だっ

た。

輸出は、有機化合物、鉱物性タール・粗製

薬品、一般機械などが減少した。

輸入は、石油製品、石油ガス類、電気機器

などが減少した。

輸出は、４～１０月累計では１，７８５億円（前

年比▲２４．３％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
総合
生鮮食品除く総合

食品およびエネルギー除く総合

％

10100.0

101.0

104.0

103.0

102.0

3.0

2.0

-1.0

0.0

1.0

987654322019/112112018/10

2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～３５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２７倍（前年比＋０．０６ポイント）と１１７

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲０．１％と２か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲４．３％）、製造業（同▲６．７％）

などが前年を下回った。宿泊業、飲食サービ

ス業（同＋１８．０％）などが前年を上回った。

１１月の企業倒産は、件数が１５件（前年比

▲１６．７％）、負債総額が３６億円（同＋８２．３％）

だった。件数は３か月連続で前年を下回っ

た。

業種別ではサービス・他が６件、建設業が

４件などとなった。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．４（前月比＋０．４％）となっ

た。前年比は＋０．５％と、３５か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１０月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（１０月１０日）時点で前月比、灯

油・ガソリン価格ともに値上がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2019年度以降は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(10月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2017年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。個人消

費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。設備投資は、緩や

かに持ち直している。公共投資は、増加している。住宅投資は減少している。この間、

景況感の現状判断は低下の動きがみられる。

２０２０年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、雇用・所得環境の改

善が下支えするものの、消費税増税の影響から持ち直しのペースは鈍化しよう。住宅投

資は、供給過剰感などによる貸家減少の影響から減少しよう。設備投資は、建設投資や

省力化投資などが牽引し増加しよう。公共投資は、「防災・減災・国土強靭化のための

３か年緊急対策」などから高水準が続こう。米中貿易摩擦など海外経済に不透明感は強

いものの国内需要の増加を背景に、移出入（純）はプラスに転じよう。この結果、実質

経済成長率は０．５％（２０１９年度０．８％）、名目経済成長率は１．１％（同１．５％）となろう。

２０２０年度北海道経済の見通し

要 約

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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１．２０１９年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は７～９月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が年率０．２％と

４四半期連続のプラス成長となり、景気は緩

やかに回復している（図表１）。個人消費

は、消費税増税の前後で振れがみられるもの

の、人手不足を背景とした雇用環境改善や賃

上げによる所得環境の改善により持ち直して

いる。住宅投資は、持家が下支えしおおむね

横ばいで推移している。民間企業設備は、高

水準の企業収益や人手不足などを背景として

堅調に推移している。輸出は、足元では財の

輸出が２四半期連続で増加した一方、日韓関

係の冷え込みに伴いサービス輸出が落ち込ん

でおり、引き続き減速感がみられる。

先行きについて、個人消費は、消費税増税

に伴う駆け込み需要の反動減が見込まれるも

のの、雇用・所得環境の改善が続くなかで緩

やかな持ち直しが続くことが見込まれる。住

宅投資は、横ばい圏で推移しよう。設備投資

は、人手不足を背景とした省力化投資や研究

開発投資を中心に、引き続き緩やかに増加し

よう。公共投資は、２０１９年度当初予算の消費

税増税対策などから底堅く推移しよう。輸出

は、海外経済の減速が続くことが見込まれ、

年度内は弱含みで推移しよう。

これらのことから、国内経済は緩やかな回

復が続くものとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、一部に弱さが見られ

るものの、緩やかに回復している。個人消費

は、一部に弱い動きがみられるものの、雇

用・所得環境の改善を背景に緩やかに持ち直

している。設備投資は緩やかに持ち直してい

る。公共投資は増加している。住宅投資は減

少している。内閣府が発表した本年１０月の

『景気ウォッチャー調査』では、北海道の景

気の現状判断DI（季節調整値）は低下の動

きがみられ、好不況の判断の目安となる５０を

８か月連続で下回っている。また、先行き判

断DI（季節調整値）は、前月を５．４ポイント

上回る４７．５となったものの、好不況の判断の

目安となる５０を７か月連続で下回っている

（図表２）。

今後を展望すると、個人消費は、消費税増

税に伴う駆け込み需要の反動減が見込まれる

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報 ２０１９年７‐９月期・１次速報」） （資料：内閣府）

２０２０年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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ものの、軽減税率・各種対策の効果や、雇

用・所得環境の改善が下支えし緩やかな持ち

直しが続くことが見込まれる。住宅投資は、

供給過剰感などから貸家の減速が続き、持家

の増加にも一服感が見られることから前年を

下回ろう。設備投資は、大型競争力増強投資

や建設投資が牽引し高水準で推移しよう。公

共投資は、北海道胆振東部地震の復旧・復興

工事が順調に執行されており前年を上回ろ

う。観光関連では、日韓関係の冷え込みによ

る訪日韓国人の減少から、増勢が鈍化しよ

う。

以上の経済状況を勘案すると、２０１９年度の

道内経済成長率は、実質経済成長率０．８％

（２０１８年度０．６％）、名目経済成長率１．５％（同

０．６％）となろう。

２．２０２０年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２０２０年度の国内経済は、内需では、個人消

費の緩やかな持ち直しが続くとともに、設備

投資や公共投資が押し上げに寄与しよう。外

需では、米中貿易摩擦の動向には注意を要す

るものの、２０１８年後半からの輸出減少に下げ

止まりの動きが見られることから、緩やかに

増加しよう。

以上のことから、国内経済は緩やかな景気

回復が続くことが見込まれる。

需要面を見ると、個人消費は、消費税増税

による実質所得の減少が重荷となるが、駆け

込み需要の反動減からの持ち直しや、東京オ

リンピックの開催による消費者マインドの向

上、人手不足を背景とした雇用・所得環境の

持続的な改善により底堅く推移しよう。もっ

とも、消費税対策として行われているキャッ

シュレス・ポイント還元制度の終了が押し下

げ要因となるなど、２０１９年度に比べ伸びは鈍

化しよう。住宅投資は増勢を牽引してきた貸

家の減少が引き続き見込まれるなか、持家の

増加にも一服感が見られることから弱含みと

なろう。設備投資は、人手不足や企業業績の

改善を背景とした、省力化投資や研究開発投

資が押し上げし、持ち直しの動きが続こう。

公共投資は、頻発した自然災害からの復旧・

復興工事や、成立が見込まれる２０１９年度補正

予算の執行、「防災・減災・国土強靭化のた

めの３か年緊急対策」などにより高水準で推

移しよう。輸出は、海外経済の減速が続くも

のの、半導体関連材に下げ止まりの動きが見

られることなどから、緩やかに増加しよう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、建設投資を中心とした設備

投資の増加に加え、個人消費が底堅く推移す

ることが見込まれ、緩やかな回復基調を維持

しよう。

需要面をみると個人消費は、消費税増税に

伴い実質所得が減少することから、持ち直し

のペースは鈍化が見込まれるものの、軽減税

率導入のほか各種対策が講じられたことや、

駆け込み需要の影響が前回増税時に比べて限

定的であることから、緩やかな持ち直しが続

こう。もっとも、消費税対策として行われて

いるキャッシュレス・ポイント還元制度の終

了が消費の押し下げ要因となることが見込ま

れる。住宅投資は、供給過剰感や金融機関の

２０２０年度北海道経済の見通し
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貸出態度の慎重化などから貸家の減少が続

き、持家などの増加にも一服感が見られるこ

とから前年を下回ろう。設備投資は、ホテル

などの観光関連や都市再開発事業を中心とす

る建設投資、人手不足に対応した省力化投資

などにより増加しよう。公共投資は、「防

災・減災・国土強靭化のための３か年緊急対

策」などにより高水準で推移しよう。観光関

連では、日韓関係の冷え込みから足元では訪

日韓国人が減少しているものの、中国を中心

とした国際線の定期便増加により緩やかに持

ち直そう。

物価の動向をみると、食料品価格の値上げ

などから、足元の消費者物価指数（生鮮食品

を除く総合）は２０１９年９月現在で３４か月連続

前年を上回っている（図表３）。

物価の先行きを展望すると、消費者物価指

数（生鮮食品を除く総合）を押し上げてきた

エネルギー価格が低下していることや、携帯

電話料金の引き下げ、幼児教育・保育無償化

などが物価を押し下げることから、消費税増

税による物価押し上げを減殺し、上昇のペー

スは緩慢なものにとどまろう（図表４）。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２０

年度の道内経済成長率は実質成長率０．５％

（２０１９年度０．８％）、名目成長率１．１％（同

１．５％）となり、４年連続のプラス成長とな

ろう。

３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、一部に弱い動きがみ

られるものの、スーパーやコンビニ、ドラッ

グストアなど幅広い業態で、販売額は前年を

上回る水準が続いている（図表５、６）。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が本年８月か

ら９月にかけて行った『雇用動向に関する調

査』において、雇用の過不足感を示す「雇用

図表４ 原油価格の推移

（資料：IMF）

図表５図表３ 大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

（資料：北海道経済産業局）（資料：総務省、北海道）

２０２０年度北海道経済の見通し
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判断DI（過剰企業割合－不足企業割合）」

は、２０００年の調査開始以来最も強い状況と

なった一昨年から３年連続横ばいの△６６とな

り、人手不足感は高止まりしている（図表

７、８）。企業の人手不足感が一段と強まる

なかで、有効求人倍率は９年以上にわたって

前年を上回っている。これらの動きを受け

て、雇用環境は引き続き改善が続こう（図表

９）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっていることを受け、現金給与

総額は基調として前年上回りが続いている

（図表１０）。当行が本年５月から６月にかけて

行った『賃金動向に関する調査』において

も、今年度、定期給与（基本給・諸手当等）

を引上げ予定の割合は７７％と前年から横ばい

となり、高止まりしている。一方、特別給与

（賞与・期末手当等）を引上げ予定の割合は

前年から３ポイント低下し一服感がみられる

（図表１１）。道内の最低賃金は、２０１９年１０月以

図表６ 乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

図表７ 図表９雇用判断DIの推移 有効求人倍率（北海道）

雇用判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行） （資料：北海道労働局）

図表８ 図表１０業種別の人員過不足感 名目賃金指数の推移（北海道）
（前年同月比）

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」） （資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

２０２０年度北海道経済の見通し
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降、時給８６１円に引き上げられており、雇用

環境の改善を通じて道内の雇用者所得を押し

上げよう。

現在の人手不足の状況を鑑みれば、雇用・

所得環境は今後も改善が見込まれるが、消費

税増税は実質所得の減少に作用する。また内

閣府が公表している「消費者態度指数（全

国・二人以上世帯・季節調整値）」をみる

と、足元の消費者マインドは２０１４年４月の消

費税増税直後を下回る水準となっており、先

行きについても、海外経済の先行き不透明

感、特別給与の伸び悩みなどが消費者マイン

ドの重荷となることが懸念される（図表

１２）。あわせて、消費税対策として行われて

いるキャッシュレス・ポイント還元制度の

２０２０年度中の終了も個人消費の伸びを抑制し

よう。

以上のように、雇用・所得環境の改善が下

支えとなり、個人消費は底堅く推移するもの

の、消費税増税などの影響から前年に比べ持

ち直しのペースは鈍化することが見込まれ

る。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．１％、名目成長率０．５％となろう。

（２）政府最終消費支出

２０１９年１月１日の住民基本台帳によると、

北海道の高齢者（６５歳以上）人口は前年比

１．４％増加し、総人口に占める割合も３０．９％

と一段と高齢化が進んでいる。これを受け、

政府最終消費支出の約４割を占める現物社会

給付（医療費・介護費）は漸増が見込まれ

る。

また、幼児教育・保育無償化など消費税増

税対策の支出が政府最終消費支出を押し上げ

ることが見込まれる。

人手不足を背景として民間企業の賃上げは

続く見込みにあり、これに比例して２０２０年度

の道職員や市町村職員の給与引き上げも見込

まれ、政府最終消費支出を押し上げよう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．９％、名目成長率１．５％となろう。

（３）住宅投資

２０１９年４～９月の新設住宅着工戸数は、前

年比５．４％減少している。特に貸家（前年比

▲１７．８％）が大きく減少している。持家を中

心に消費税増税に伴う駆け込み需要がみられ

図表１１ 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：北洋銀行）

図表１２ 消費者態度指数（全国、季節調整値）

（資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）

２０２０年度北海道経済の見通し
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たが、足元では増加に一服感がみられること

や、住宅投資を牽引してきた貸家着工の減少

が続いており、２０１９年度の住宅投資は前年度

に比べ減少しよう。

２０２０年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、ここ数年の建築拡大に

よる供給過剰感や、金融機関の貸出態度に慎

重化がみられることから前年を下回ろう。持

家および分譲戸建は、雇用・所得環境の持続

的改善や消費税対策の各種政策効果、現状の

金融政策継続による低水準の住宅ローン金利

が下支えとなる。また、前回増税時に比べ消

費税増税の駆け込み需要が限定的であったこ

とから、反動減の影響は相対的に小さいもの

と想定される。これらを受けて、前年から小

幅な減少に止まろう。分譲マンションについ

ては、用地取得費用、人件費・労務費や資材

価格の上昇を背景とした販売価格の高止まり

が重荷となり、減少に転じよう。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，８５５戸、貸家が１５，６８５戸、分譲が

４，１６３戸（分譲マンション１，８３０戸、分譲戸建

て２，３３３戸）、給与（社宅）が３７１戸、合計

３２，０７４戸となろう。総じてみれば、２０１９年度

実績見込み（３３，０３７戸）を９６３戸下回ろう

（図表１３、１４）。

この結果、住宅投資は、実質成長率

△２．９％、名目成長率△１．９％となろう。

（４）設備投資

建設投資の先行指標である民間非居住用建

築物工事予定額の２０１９年４～９月累計は、前

年同期を９．８％上回り堅調に推移している

（図表１５）。インバウンドの増加に対応したホ

テルの新築・改装が相次いでいるなど、北海

道の主力産業である観光関連業種での設備投

資が多くみられる。また、札幌市をはじめ道

内中核都市で複数の都市再開発事業が進行中

であるほか、エネルギー分野では、再生可能

図表１３ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２０１９年度以降は当行推計）

図表１４ 利用目的別の住宅着工戸数

（資料：国土交通省、２０１９年度以降は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲住宅の
合計は一致しない場合がある

図表１５ 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省）
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エネルギー利用を目的とした投資もみられる

（図表１６）。

２０１９年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

よると、２０１９年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比１１．６％増となっている（製造業・

同＋２７．８％、非製造業・同＋７．７％）（図表

１７）。また、当行が本年８月から９月にかけ

て行った『道内企業の経営動向調査』では、

中小企業の設備投資実施割合も増加基調と

なっている（図表１８）。２０１９年度の道内設備

投資は、大・中堅企業の大型投資による押し

上げ効果や、インバウンドの増加、人手不足

などを背景に増加しよう。

２０２０年度を展望すると、インバウンドの増

加を背景としたホテル建設が続くとともに、

エネルギー関連の大型投資や札幌を中心とし

た都市再開発事業の進行が見込まれる。ま

た、人手不足に対応した省力化投資や、道内

７空港民営化に伴う設備投資も押し上げに寄

与することが見込まれ、堅調に推移しよう。

もっとも、米中貿易摩擦が投資マインドの重

荷となり、増加ペースは鈍化が見込まれる。

この結果、設備投資は、実質成長率

２．８％、名目成長率３．２％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０１９年

４～１０月の累計金額は前年比１５．２％増加して

いる。北海道胆振東部地震の復旧・復興工事

も順調に執行されており、２０１９年度の公共投

資は前年を上回ろう（図表１９）。

２０２０年度については、同年度の北海道開発

事業費（当初予算）概算要求は、前年比微増

となっている。２０１９年度補正予算について

も、景気対策を念頭に組成される見通しであ

る。道内への予算配賦は、本州の台風被害に

伴い被災地優先に配賦されることが見込まれ

図表１６ 道内での設備投資、再開発

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

図表１７ 図表１８２０１９年度業種別設備投資の動向 設備投資実施企業の割合

（資料：日本政策投資銀行） （資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）
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相対的に低めに抑えられることが予想される

が、２０２０年度中の予算執行により公共投資を

押し上げよう。また、「防災・減災・国土強

靭化のための３か年緊急対策」の最終年度に

あたり当該予算が計上されることから、２０１９

年度に大幅に増加した北海道胆振東部地震に

伴う災害復旧・復興工事の反動減は見込まれ

るものの、２０２０年度の公共投資は、前年を幾

分上回り高水準が続こう。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

０．１％、名目成長率１．０％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

２０１９年４～９月の貿易統計（函館税関）に

よると、財の輸出は、「有機化合物」「鉱物性

タール・粗製薬品」「自動車の部分品」などの

減少により、前年比２４．３％減で推移してい

る。

２０２０年度については、輸出は、２０１４年の自

然災害により大きな被害を受けたホタテガイ

等の水産物の水揚げが回復しており「魚介

類・同調整品」が前年を上回ろう。「化学製

品」は化学品工場の生産停止の影響が一巡す

ることから下げ止まろう。「自動車の部分品」

は北米への生産シフトの影響を受け減少しよ

う。

観光関連では、日韓関係の冷え込みから、

韓国からの訪日外国人来道者数は減少が見込

まれるものの、中国を中心とした新規航空路

線の開設や、ホテルなどの受入れ施設の整備

進展がプラス材料となり、来道客・訪日外国

人来道者数は横ばい圏を維持しよう。インバ

ウンド消費については、元安や中国内での転

売規制強化の影響から、中国からの訪日外国

人の旅行消費額に減少が見られるが、他国

（地域）からの訪日外国人消費額に比べ依然

高額である。これを受けて、旅行消費額の大

きな中国からの訪日外国人増加などが、韓国

からの訪日外国人減少分を補い、インバウン

ド消費は前年から幾分増加しよう。加えて、

「北海道ブランド」の浸透によるアジア向け

チーズなどの農畜産品の輸出やインバウンド

の帰国後消費の増加も、一定程度押し上げに

寄与しよう（図表２０、２１、２２）。

一方、国内向けの財の移出は、道外向けの

生乳出荷の伸びが続くことが見込まれること

や、その他についても国内需要の増加を背景

図表１９ 図表２０公共工事請負金額（北海道） 訪日外国人１人当たり旅行支出推移
（全国）

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０１９年度は当行推計） （資料：国土交通省 観光庁）
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に増加しよう。

これらを受け、名目ベースの移輸出額は前

年を上回ろう。

（Ｂ）移輸入

２０１９年４～９月の貿易統計（函館税関）に

よると、財の輸入は「石油製品」などが減少

し、前年を９．３％下回っている（図表２３）。大

きなウェイトを占める「原油・粗油」などの

鉱物性燃料は、原油価格低下によって輸入額

が押し下げられており、２０１９年度の道内輸入

額は前年を下回ろう。一方、移入は、道内需

要（個人消費・災害復旧に伴う公共投資・高

水準の設備投資など）の持ち直しにより増加

しよう。

２０２０年度を展望すると、輸入の大きなウェ

イトを占める鉱物性燃料についての、化学品

工場の生産停止の影響一巡や、原油価格低下

に伴う押し下げ効果の剥落により、輸入の減

少に歯止めがかかろう。

移入は、道内需要の回復ペースが鈍化する

ことが見込まれることから、増加ペースは緩

やかなものとなろう。

これらを受け、名目ベースの移輸入額は前

年を上回ろう。

この結果、財貨サービスの移輸出入（純）

は、実質経済成長率０．１％、名目成長率０．５％

となろう。

４．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

２０１９年度は、農業は耕作部門の作況が順調

であり、収穫量は前年を上回ろう。また、米

や小麦など道産品の人気を背景に価格も上昇

し、生産額は増加しよう。畜産部門では、搾

乳牛の増加により生乳生産量は、前年上回り

が見込まれる。林業は、木質バイオマスでの

間伐材や林地残材の利用が拡大しているが、

住宅着工戸数の減少から小幅な増加にとどま

図表２１ 訪日外国人来道者数（実人数）

（資料：北海道経済部、２０１９年度以降は当行推計）
※２０１０年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の数値とは
接続しない

図表２２ 利用交通機関別の来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）

図表２３ 貿易動向

（資料：函館税関）

２０２０年度北海道経済の見通し
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ろう。水産業は、主要魚種であるホタテガイ

が過年度の道東地域における台風被害の影響

がなくなり、水揚げが増加しよう。一方、秋

サケ・サンマ・スルメイカの漁獲量は、足元

の水揚げ実績から前年下回りが見込まれる

が、道内水産物の需要は高く、単価の上昇が

減産を補うことが予想される。総じてみれば

水産業の総生産は前年を上回ろう。

２０２０年度は、農業の耕作部門の作況が平年

並みとすると、作付面積の減少から米の収穫

量は前年下回りとなるが、ブランド米の作付

け増加による単価上昇から生産額は増加が見

込まれる。小麦は北海道産の評価の高まりか

ら単価上昇が見込まれ、生産額は増加しよ

う。また、畜産部門では、生乳生産量が本州

向けの出荷増を背景に増加基調を維持するこ

とが見込まれる。総じてみれば、農業の総生

産は０．９％増となろう。林業は、住宅着工戸

数の減少から前年を下回り、総生産は

△０．９％となろう。水産業についてみると、

主要魚種であるホタテガイは道南地域での水

揚げ回復に不透明感があるが、生産の割合が

多い道東地域について水揚げの増加が見込ま

れ、道内全体では前年を上回ろう。また、サ

ケ・サンマ・イカなどは、海水温の上昇など

による気候要因や資源の減少から漁獲量は前

年下回りを想定したが、道内水産物の需要は

高く、単価の上昇により減産を補うことが予

想される。総じてみれば水産業の総生産は

０．３％増となろう。

この結果、第一次産業の総生産は前年比

０．７％増となろう。

（２）二次産業

２０１９年４～９月の状況をみると、北海道内

の鉱工業生産活動の全体的な水準を示す鉱工

業生産指数は４か月連続で下降が続いてい

る。「食料品工業」などは増加しているが、

「化学・石炭製品工業」では生産ラインの一

部停止などにより弱い動きとなっているほ

か、「輸送用機械工業」などが減少し、製造

業全体では弱含みとなっている。２０１９年度後

半は、道内の公共投資や民間設備投資の増加

に伴い「金属製品」「窯業・土石製品」の増加

が見込まれる。また、「食料品工業」は、乳

製品の設備稼働開始が予定されており生産量

の増加が見込まれる。一方、「化学工業」「パ

ルプ・紙」は工場閉鎖や生産ラインの縮小の

影響により生産額は減少しよう。総じてみれ

ば製造業の総生産は前年を下回ろう。

２０２０年度を展望すると、道内の主力である

「食料品工業」は漁獲量の不振から水産加工

関連では停滞が懸念されるが、農畜産物加工

品や菓子などは道内産の人気を背景に生産額

の増加が見込まれる。一方、これまで堅調に

推移してきた「金属製品」「窯業・土石製品」

は北海道胆振東部地震の復旧・復興工事が一

巡し前年並みを見込む。また、「輸送用機械

工業」「鉄鋼業」は国内外の需要増を背景に増

加を見込むが、米中貿易摩擦の影響により足

元では減速がみられており、今後の交渉の進

展によっては更に下押し圧力がかかる懸念が

ある。総じてみれば、製造業の総生産は前年

比０．５％増となろう。

２０１９年度の建設業については、住宅は持

家・分譲の着工戸数の増加を見込むが、貸家

２０２０年度北海道経済の見通し

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１９　２０２０北海道経済見通し  2019.12.09 18.53.09  Page 16 



���������������������

������

���������������������

������

の減少を補うまでには至らず、住宅着工戸数

は減少が見込まれる。民間設備投資は、札幌

を中心とした都市再開発事業関連の工事が続

いており、ホテル建設も多くみられる。ま

た、公共工事は北海道胆振東部地震の復旧・

復興工事の本格化に伴い大きな伸びがみられ

る。これらを受けて、２０１９年度の建設業の総

生産は前年を上回ろう。

２０２０年度の建設業を展望すると、民間設備

投資関連では都市再開発関連やホテル建設の

増加が見込まれる。また、公共工事は北海道

胆振東部地震復旧・復興工事による押し上げ

効果が一巡により剥落するものの、景気対策

を念頭に置いた２０１９年度補正予算の組成なら

びに、「防災・減災・国土強靭化のための３

か年緊急対策」最終年度の予算計上により、

前年に続く高水準が見込まれる。これらを受

けて、建設業の総生産は前年比１．６％増とな

ろう。

この結果、第二次産業の総生産は前年比

１．０％増となろう。

（３）三次産業

２０１９年度は、卸売・小売業では、雇用・所

得環境の改善が続くなかで個人消費は底堅く

推移することが見込まれ、家計関連は増加し

よう。もっとも、消費税増税の影響は軽減税

率導入や各種経済対策が講じられることから

限定的とみられるが、消費税増税後の実質所

得の減少から伸びは鈍化しよう。建設関連の

卸売業は、北海道胆振東部地震の災害復旧・

復興工事が本格化しており増加しよう。観光

関連の宿泊・飲食サービス業、旅客運輸業

は、日韓関係の悪化による韓国人観光客減少

の影響から、足元では一服感がみられる。総

じてみると、２０１９年度の第三次産業の総生産

は前年を上回ろう。

２０２０年度は、卸売・小売業では、消費税増

税に伴う実質所得の低下や消費税対策として

行われているキャッシュレス・ポイント還元

制度の２０２０年度中の終了により個人消費の減

速が予想されるが、軽減税率等の恒久対策が

下支えし、家計関連は２０１４年４月の消費税増

税時に比べ小幅にとどまろう。建設関連の卸

売業は、堅調な業界環境を背景に増加が見込

まれる。観光関連の宿泊・飲食サービス業や

ホテル・旅館業などは、日韓関係の冷え込み

から韓国人観光客の減少が見込まれるが、旅

行消費額の大きい中国人観光客などの増加が

これを補填し、生産額は増加しよう。情報通

信業はスマートホン、携帯電話などの出荷台

数は減少しているが、企業のICTやIoT、セ

キュリティ投資の需要が見込まれ堅調に推移

しよう。高齢化の進展に伴い、医療・介護関

連も安定した推移が続こう。

この結果、第三次産業の総生産は前年比

１．１％増となろう。

２０２０年度北海道経済の見通し

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１８年度

（実績見込み）

２０１９年度

（見通し）

２０２０年度

（見通し）
２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

民間最終

消費支出

１２２，０１０

（０．９）

１２２，８７７

（０．７）

１２３，４７６

（０．５）
０．６ ０．３ ０．１

政府最終

消費支出

５１，３９１

（１．０）

５２，６９７

（２．５）

５３，４９０

（１．５）
０．９ １．８ ０．９

総固定

資本形成

３７，０２９

（△１．０）

３９，０６１

（５．５）

３９，６８２

（１．６）
△２．２ ４．５ １．０

住宅投資

設備投資

公共投資

５，５４６

（△５．６）

１６，４１１

（２．８）

１５，０７１

（△３．３）

５，１６７

（△６．８）

１７，２４８

（５．１）

１６，６４６

（１０．４）

５，０６９

（△１．９）

１７，８００

（３．２）

１６，８１２

（１．０）

△７．０

２．０

△５．０

△８．１

４．６

９．０

△２．９

２．８

０．１

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△２５，２４６

（△０．６）

△２６，４９１

（△４．９）

△２６，３６５

０．５
２．７ △５．４ ０．１

道内総生産

（支出側）

１９２，５０８

（０．６）

１９５，４６８

（１．５）

１９７，６０７

（１．１）
０．６ ０．８ ０．５

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．４
０．２
△０．４

０．２
０．５
０．９

０．１
０．３
０．２

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．２
０．２
△０．４

△０．２
０．４
０．７

△０．１
０．３
０．０

財貨サービスの移出入
（純）

０．４ △０．８ ０．０

道内総生産（支出側） ０．６ ０．８ ０．５

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０２０年度北海道経済の見通し

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０１８年度

（実績見込み）

２０１９年度

（見通し）

２０２０年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，５２３

６，４６４

２３６

１，８２３

８，７３４

６，６６５

２３７

１，８３３

８，７９７

６，７２５

２３４

１，８３８

△０．８

△０．７

△３．６

△１．０

２．５

３．１

０．３

０．５

０．７

０．９

△０．９

０．３

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３３，１３０

２０８

１８，９８２

１３，９４０

３３，５９０

２０９

１８，８３０

１４，５５１

３３，９２４

２０９

１８，９２５

１４，７９０

△０．９

△０．７

△１．５

△０．１

１．４

０．４

△０．８

４．４

１．０

０．３

０．５

１．６

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１４９，５９７

５，６７７

２４，８６８

１４，４４８

５，３７９

７，０７２

５，７００

２１，５８２

１４，６３５

１４，１５７

８，３０６

１９，３８５

８，３８８

１５１，８７４

５，７０８

２５，２９１

１４，７２４

５，４３９

７，１４２

５，７１９

２１，９５３

１４，８９７

１４，３７２

８，３４５

１９，８４６

８，４３８

１５３，６１５

５，７２０

２５，５４４

１４，９５９

５，４９３

７，１７８

５，７１９

２２，３５８

１５，０６７

１４，５５９

８，３９５

２０，１４４

８，４８０

１．０

△０．８

１．５

１．７

△１．１

０．２

△０．３

２．２

０．８

１．２

△０．５

１．１

０．６

１．５

０．５

１．７

１．９

１．１

１．０

０．３

１．７

１．８

１．５

０．５

２．４

０．６

１．１

０．２

１．０

１．６

１．０

０．５

０．０

１．８

１．１

１．３

０．６

１．５

０．５

道内総生産

（生産側）
１９２，５０８ １９５，４６８ １９７，６０７ ０．６ １．５ １．１

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２０年度北海道経済の見通し

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

「ドラッカーの名言から学ぶ マネジメント入門」も６回目となります。過去の連載テーマは

以下のとおりです。

第１回（２０１４年９月）―ドラッカー・マネジメントの総論（マネジメントの体系など）

第２回（２０１６年４月）―ミッションによる組織の方向づけのマネジメントなど

第３回（２０１７年１月）―事業の定義による組織の方向づけのマネジメント

第４回（２０１８年１月）―仕事のマネジメント

第５回（２０１９年１月）―人のマネジメント

（注）バックナンバーは、北洋銀行ホームページ＞法人・個人事業主のお客さま＞ほくよう調査レポートでご
覧いただけます。

ドラッカー教授は、「マネジメントとは体系である」といいます。体系とは、特定の目的のた

めに集められた要素とその要素間の関係性を全体としてまとめたものです。ドラッカー教授のマ

ネジメントの体系は、「事業のマネジメント」「仕事のマネジメント」「人のマネジメント」「セルフ

マネジメント」に分かれています。連載の第１回を読み返し、「マネジメントの体系」を確認し

てから読んでいただければ一層理解が深まります。マネジメントの体系のうち、今回は「セルフ

マネジメント」に焦点を当てます。

本論に入る前にドラッカー教授の言葉に学ぶ意味をお伝えしておきます。ドラッカー教授の

「名言」は、単に味わったり、理解したりする対象ではなく、実践して成果を出すためにありま

す。言葉はマネジメントのための道具です。名言から学ぶとは、言葉という情報を身体能力化

し、成果をあげることを意味します。今回は、私自身の体験をベースにお伝え致します。

１．成果をあげる能力を身につける

ドラッカー教授は、世の中には成果をあげる人とあげない人がおり、しかも頭の良いといわれ

る人が必ずしも成果をあげているわけでもないといいます。では、その差は何か。

成果をあげる人とあげない人の差は才能ではない。いくつかの習慣的な姿勢と基礎的な方法を身

につけているかどうかの問題である。

『非営利組織の経営』（１９９０）p．２１６

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その６

ドラッカー学会理事
佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のアドバイス（佐藤）  2019.12.09 18.55.27  Page 20 



経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

才能ではなく習慣。古くから言われてきた言葉ですが、どんな習慣を身につけるべきかを明ら

かにした先人は意外に少ないものです。ドラッカー教授はその例外の一人です。特に人が組織と

いう道具を使って成果をあげるために必要な習慣的能力にフォーカスして『経営者の条件』The

Effective Executive （１９６６）を著しました。

さて「成果をあげる能力」と聞いて驚く方も多いと思います。私もその一人でした。初めて聞

いたときは、もっと早く知りたかったと思うと同時に「本当だろうか」と疑問がわいたことを鮮

明に覚えています。これは実戦してみるしかない。３９歳からのスタートでした。

書名にもあるようにエグゼクティブのための本であり、広く組織で働く人が読むべき本です。

ちなみに私の会計事務所のスタッフは新入社員を含め全員読んでいます。エグゼクティブとは、

仕事で成果を出す人、「できる人」くらいの意味をもった言葉です。

ドラッカー教授が挙げた「成果をあげるための習慣的な姿勢と基礎的な方法」、つまり「成果

をあげる能力」は次の５つです。

①時間を管理する

②貢献に焦点を合わせる

③自分の（人の）強みを生かす

④最も重要なことに集中する

⑤成果のあがる意思決定を行う

２．成果は組織の外にある

上記５つの能力の一つひとつを説明する前に「成果」という言葉をおさえておきましょう。ま

ず、ドラッカー教授が「成果」という言葉を使うとき、「組織の成果」を意味していますので注

意が必要です。

私たちが普段使っている「成果」という言葉は、自分たちが手にしたいものを意味しているこ

とが多いと思います。たとえば売上や利益、あるいは顧客の数と考えがちですが、それは業績で

す。ドラッカー教授は「成果」という言葉を次の意味で使います。

組織の成果は、一人ひとりの人間の生活、人生、環境、健康、期待、能力の変化という組織の外

の世界に表れる。

『経営者に贈る５つの質問』（１９９０）p．５５

ドラッカー教授は「成果とは外の世界における変化である」といいます。顧客満足はこれに近

い言葉です。満足という変化が起こらない事業が長く続くことはありません。たとえば、半年

経っても成績の上がらない学習塾には、継続して子供を通わせないかもしれません。数回通って
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経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

も痛みのとれない治療院には、その後も通うかどうか迷います。

変化が現れない事業からは顧客が離れ、やがて継続することが困難になります。したがって成

果をあげることは、マネジメントの中心課題だといえます。

３．成果をあげる秘訣は重要なことに集中すること

成果をあげる能力というときの「成果」も外の世界、つまり顧客に変化を起こすことです。こ

れ以降は、私の実践体験も織り交ぜながら成果をあげる能力、一つひとつを掘り下げてみていき

ます。第一に挙げるのは、私が最初に実践に取り組んだ次の言葉です。

成果をあげるための秘訣を一つだけ挙げるならば、それは集中である。

『経営者の条件』（１９６６）p．１３８

この言葉にあるように実践してみると「集中」は最優先で取り組むべきものであることに気づ

きます。

成果が出たと感じたのは、ドラッカーの学びをゼロから始めて７年、初めての著作『実践する

ドラッカー［思考編］』が出版されたときです。外の世界に変化をもたらすきっかけとなるツー

ルが世に誕生したと思ったからです。変化をもたらすには、「実践」が不可欠です。それゆえ、

最初の著作では私や同僚の実践例を報告しました。

振り返ってみると集中は、成果をあげる能力のすべてを包含する能力であることがわかりま

す。以下の概念図が示すとおりです。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ドラッカー教授がいう集中とは、「９０分集中して講義を聞きなさい」というような短期的な集

中力ではなく、長く持続的に時間を投じることです。それは、「何に集中するか」と「どれだけ

時間を投下するか」の二つの要素でできています。

私の場合は、「何に」のところを大胆にも「ドラッカーの成果をあげる能力を修得する」と決

めたのです。「最も重要なことに集中する」の「最も重要なこと」を決めることは、スタートライ

ンに立つことを意味していたのです。

４．集中するところはどうやって決めるのか

成果＝外の世界における変化を起こすために「何に集中するか」を決めるとき、「やりたいこ

と」から決めてしまっては、あまり成果はあがりません。それは「やりたいこと」が必ずしも世

の中に求められていることと一致しないからです。

なすべき貢献は何であるかという問いに答えを出すには、三つの要素を考える必要がある。第一

は、状況が何を求めているのかである。第二は、自己の強み、仕事の仕方、価値観からして、い

かに最大の貢献をなしうるかである。第三は、世の中を変えるためには、いかなる成果を具体的

にあげるべきかである。

『P.F.ドラッカー経営論集』（２００６）p．６１１

私が「成果をあげる能力」という言葉に出合った頃の北海道は、銀行や証券会社などの経営破

綻直後で、経済は閉塞感の中にあり、組織は成果をあげることを求められていました。しかし会

計事務所はあまりに無力でした。それが当時の私が感じた「状況」でした。

そこで顧客の業績が少しでも良くなるよう経営者や幹部の方々の行動が変わることを成果と定

め、自らドラッカーのマネジメントを身につけ、その体験を伝えようと決めたのです。その最初

の課題が「ドラッカーの成果をあげる能力を修得する」ことでした。それは「やりたいこと」で

はなく「なすべきこと」からのアプローチでした。

さて集中するところを決めるためには、もう一つ「できること」という要素が必要です。つま

り、自分の強みなどを生かして最大の貢献をなすことを考えるのです。

たとえば私は、ある資質分析の方法から得られた情報を用いました。具体的には、「成果をあ

げる能力を修得する」過程で分析の結果明らかになった学習欲や収集心などの資質を使うことを

意識しました。

私のドラッカーの学び方の基本はドラッカーの言葉の「収集」です。読んでいるというより集

めているという感覚です。集めるために読む。それが自分の強みの発揮形態の一つです。それゆ

え、その行為自体が苦ではなく、楽しく、そのおかげで長く継続することができています。一人
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― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ひとりの強みは異なりますから、百人いれば百通りのやり方があるということです。

こうして三つの要素を問うことで「何に集中するか」が決まります。さて、私のこの時の意思

決定ですが、このときはまだ何の成果もあげていません。もう一つの重要な要素、「どれだけ時

間を投下するか」に関して、ほとんど進捗がないからです。

５．「何に」が決まって「どれだけ」が意味をもつ

何に集中するかが決まれば、そこにどれだけの時間を投下するかで結果が変わります。時間管

理が大切になるのはこのためです。しかし、時間管理に悩む人が多い中、手にした時間をどこに

投下するかを決めていない人が多いのも現実です。したがって時間管理がうまくいく最大の秘訣

は、何に集中するかを決めることだといえます。

成果をあげる者は仕事からスタートしない。時間からスタートする。

『経営者の条件』（１９６６）p．４６

ドラッカー教授は、成果をあげるには仕事や活動のスケジュールからスタートしてはならない

といいます。成果をあげるには、時間の創造からスタートすることです。時間管理の目的は、時

間を創造することだからです。簡単に言うとスケジュール帳の空白の時間を増やすことです。ス

ケジュール管理と時間管理は似て非なるものなのです。

さて時間管理によって生み出された空白の時間を何に使うか。答えは明解です。前出の集中す

べき最も重要なことに使うのです。

そのためには、①時間の使い方を記録・分析すること、②活動を整理すること、③時間をまと

めて大きな塊の時間をつくることという三つのステップで行います。活動を整理するための基本

は、その活動を減らしたり、やめたりすることです。また組織の中では、人に任せるという整理

の方法も大切です。

時間は活動の燃料です。しかし、燃料の量自体を管理してもあまり意味がありません。管理の

対象は活動です。つまりその時間をどんな活動につかっているかの分析が重要です。今行ってい

る活動は、過去の意思決定によって発生しています。その時は生産的だった活動も時間の経過と

ともに非生産的になっていきます。生産性がゼロではありませんが、積極的に整理して、より重

要な活動に時間をシフトさせることが求められます。それゆえ、活動の廃棄は成果をあげるため

に決定的に重要です。

私の場合、７，０００時間程度投下したところで最初の著作『実践するドラッカー［思考編］』が出

版されました。ゼロからスタートして、７年が経っていました。会計事務所の仕事をしながら時

間を生み出すことができたのは、ドラッカー教授の時間管理の考え方を徹底的に導入したからで
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す。今では、活動の廃棄も時間の使い方も習慣的な能力として身についています。

６．未来は今日つくる

「何に集中するか」「なすべき貢献は何か」「生かすべき自分の強みは何か」「どんな活動を廃棄す

るのか」など成果をあげる能力は、すべて意思決定することによって行動や実践が始まります。

意思決定なくして行動はないということです。

未来を築くためにまず初めになすべきことは、明日何をなすかを決めることではなく、明日をつ

くるために今日何をなすかを決めることである。

『創造する経営者』（１９６４）p．２３０

ドラッカー教授のマネジメントは、多くの問いを検討することから始まります。ときにこれま

で考えたことがないような問いに出合います。そのような問いに答えるということは、これまで

経験したことのない行動や活動を始める可能性があることを意味します。それは、自分の狭い経

験の殻を打ち破る力をもっています。

ドラッカー教授は何かを決めるとき、優先すべき原則を示しています。参考にしてください。

①過去ではなく未来を選ぶ

②問題ではなく機会に焦点を合わせる

③横並びではなく独自性をもつ

④無難なものではなく変革をもたらすものを選ぶ

７．成果をあげる能力の修得を優先する

これまで述べてきた成果をあげる習慣的能力は、専門知識や専門スキルといったものと両輪を

なすものです。つまり専門知識や専門スキルだけでは、継続的に成果をあげられないということ

です。

知識やスキルは身につけなければならない。仕事のキャリアを進むにつれ新しい仕事の習慣を身

につけていかなければならない。時には、いくつかの古い習慣を捨てていかなければならない。

しかし、知識やスキルや習慣をいかに身につけたとしても、まず最初に成果をあげるための能力

を向上させておかなければ何の役にも立たない。

『経営者の条件』（１９６６）p．２２１
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

私が３９歳のときに「成果をあげる能力」に出合ったように、その存在に気づかないまま過ごし

ている人も多いかもしれません。学校教育ではもちろん。社会に出ても誰も教えてくれないから

です。しかしドラッカー教授は、成果をあげるためにはその能力の修得を欠くべからざるものと

し、自己開発の中核と位置づけました。

前回の掲載で触れましたが、組織の人材開発とは、各人が自己開発を行うことを前提に上司な

どが部下の自己開発を支援することです。自己開発は自己成長の手段です。教授は、組織が人の

成長を請け負うことはできないといいます。成長は、一人ひとりの努力と能力の結果だからで

す。

８．人生１００年時代にますます必要になる成果をあげる能力

成果をあげるということは、人や社会のために働くことを意味します。それは仕事をとおして

成果をあげ、結果として自己成長をとげるということです。

われわれは、（中略）組織をもって自己実現と成長の機会とすることを当然のこととしなければ

ならない。

『断絶の時代』（１９６９）p．２６６

人生１００年時代といわれるようになってきました。５０年もの長い期間、人が働く時代が到来し

たのです。５０年前に存在しなかった職業が多数あります。この先も同様です。

私たちは、何度か職場や職業を変えながら生きていく時代に生きているのです。また兼業や副

業が解禁されたり、テレワークが導入されたり、自分で自分の時間を活用して生きていく時代が

始まっています。その結果、複数の組織に属して、自己成長を図っていくことが当たり前になる

でしょう。

自分の成長は自分でマネジメントする時代です。そんな時代にあって自己成長を目的にしたセ

ルフマネジメントはこれまで以上に大切になるでしょう。同時に自己実現をなしとげるために、

組織という道具の上手な使い方である組織のマネジメントを身につけることがますます重要に

なってきます。

今回はマネジメントの体系の４つの柱の一つである「セルフマネジメント」の中核的な存在で

ある「成果をあげる能力」について基本的な考え方を記してきました。セルフマネジメントは人

のマネジメントと表裏一体です。合わせて２０１９年１月号掲載の「人のマネジメント」の復習をお

すすめします。令和という新しい時代を迎え、皆様の実践と成果を念じながら筆をおきます。

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のアドバイス（佐藤）  2019.12.09 18.55.38  Page 26 



経営のアドバイス

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

＜執筆者紹介＞

１９６１年函館市生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。佐

藤等公認会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織である

ナレッジプラザのアドバイザーで佐藤等公認会計士事務所所長。会計士として２０年以上経営をす

る傍ら、ピーター・F・ドラッカーを研究し「実践するドラッカー」シリーズの編著を手がけた

ドラッカー研究の第一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法

を実践できるノウハウとして体系化し、解りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。会計

事務所主催の勉強会「経営塾２１next」は、今期８期目を迎える。創業期のベンチャーから、公開

企業に至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に考え行動

（※）」している。（※事務所の経営理念で謳われている言葉 http : //kaikei.management/）

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）

『ドラッカーを読んだら会社が変わった！』（日経BP社）
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〔はじめに〕

２０１９年４月号でレポートしました道産品のアンテナショップ「北海道どさんこプラザ」タイ・

バンコク店が、入居している大型商業施設「サイアム高島屋」及び「アイコンサイアム」ととも

にこの１１月に開業１周年を迎え、大規模な記念イベントが開催されました。サイアム高島屋全館

において「Glory Hokkaido」と題し、北海道物産展や試食・試飲会、よさこいソーラン演舞、ア

イヌ文化発信イベント、北海道観光セミナー等が執り行なわれ、タイ最大級の商業・娯楽施設が

北海道一色となりました。

〔イベント概要〕

１周年記念イベント「Glory Hokkaido」は１１月７日～１１月１８日までの１２日間開催され、アイコ

ンサイアムのメイン会場では、イベント用ステージや「北海道どさんこプラザ」、「おたる政寿

司」といった既存の北海道関連店舗の販売コーナーが設けられたほか、同スペースとサイアム高

島屋に道内の事業者を呼んだ催事コーナーや、サイアム高島屋各階にラベンダー畑など北海道の

観光地を想起させるフォトスポットが設置される等、北海道をPRする様々な仕掛けが施されま

した。

〔オープニングイベント〕

イベント初日には、北海道貿易物産振興会の石井会長（北洋銀行会長）やサイアム高島屋谷口

社長らが登壇し、イベント開始を華やかに宣言。よさこいソーラン演舞とおたる政寿司のマグロ

解体ショーも相まって、たくさんのお客さまが集まり、盛大な幕開けとなりました。

アジアニュース

「北海道どさんこプラザ」バンコク
店、開業１周年を祝うイベント開催

石井会長あいさつ おたる政寿司マグロ解体ショー

北洋銀行バンコク駐在員事務所
所長代理 小林 涼太郎

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３１　アジアニュース  2019.12.16 17.02.13  Page 28 



アジアニュース
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〔北海道どさんこプラザのイベントについて〕

北海道どさんこプラザでは、タイでも認知度が高いお菓子をイベントにあわせ限定品として販

売しました。また、ホタテ等の実演販売のための専用コーナーを新たに設けたほか、オープニン

グセレモニーを行ったメイン会場にも人気が高い商品の出張販売カウンターを設置するなどし、

万全な販売体制で臨みました。

試食会ではいちご、メロン、プレーンと異なる味のチョコレートを提供したところ、メロン味

を選ぶタイ人が多かったことや、水産物などの生ものは、調理実演を併せて提供することで人気

が出るなど、実際に市場で試してみないとわからない発見も多く、海外進出を検討している事業

者の皆さまにとっても有益な経験になったと思われます。

本イベントによって、タイにおける北海道ブランドの浸透と、道産品への強いニーズが改めて

実感でき、今後も売上が伸びていく潜在力を感じたほか、高架鉄道BTS（注１）の完成によってさら

アイヌ文化発信イベント 北海道観光セミナー

試食会からどさんこプラザでの購買に繋がり、売り切れる商品もあった

注１：BTS（正式名称Bangkok Mass Transit System）とは、バンコク中心部を東西南北に走る高架鉄道。
２０２０年度にはアイコンサイアム駅を含むゴールドラインの開業を予定しており、今後も輸送網が拡大す
る予定。
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賑わう催事コーナー

なる躍進が期待されます。

〔道内からの出展事業者について〕

北海道どさんこプラザでの道産品の販売に加え、道内から多数の事業者が催事出展し、サイア

ム高島屋とアイコンサイアムのメイン会場にて揚げ物や海鮮弁当、スイーツ等が販売されまし

た。

出展事業者からは、「シンガポールや台湾等での催事に比べると売上は少ないものの、昨年の

オープン時に出展した売上からは着実に伸びてきている。海外においては、イベントの浸透度も

重要であり、今後もタイは伸びていくことが期待できる市場だ。」といった意見や、「北海道人気

は高いものの、お客さまの所得層に合った価格設定をしないとなかなか売れない。」といった意

見があり、高い成長率で将来にわたり期待できる市場であるものの、所得水準が日本より低いた

め、より綿密なマーケティングによるターゲットの設定が重要であると考えられます。

〔高まる日本食人気〕

食を中心とした北海道の人気が改めて確認されましたが、タイでは日本食の人気がますます高

まっています。

タイにおける日本食店舗数の推移をみると、２０１９年調査では前年比で２割増加し、タイ国内全

体で３，６３７店舗となりました。

日本食人気の高まりはチャンスである一方、ライバルが多く、競争が激しい市場でもありま

す。そのような中、タイでブランドとして確立されている「北海道」は、道内企業の皆さまに

とっての差別化の武器となり、海外進出の後押しになることと思います。
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アジアニュース

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

バンコク 地方 合計

年 店舗 前年比 店舗 前年比 店舗 前年比

２００９ ６２５ １１２．６％ ２１５ １１３．２％ ８４０ １１２．８％

２０１５ １，７２８ １１１．３％ ８９１ １２３．６％ ２，６１９ １１５．２％

２０１６ １，７５３ １０１．４％ ９６０ １０７．７％ ２，７１３ １０３．６％

２０１７ １，７３９ ９９．２％ １，０３５ １０７．８％ ２，７７４ １０２．２％

２０１８ １，７１８ ９８．８％ １，２８６ １２４．３％ ３，００４ １０８．３％

２０１９ １，９９３ １１６．０％ １，６４４ １２７．８％ ３，６３７ １２１．１％

【タイにおける日本食店舗数の推移（出典：JETRO）】

〔バンコク駐在員事務所について〕

北海道人気の高まりを道内企業の皆さまの成長に結び付けるために、現地視察や市場・物流・

商流調査のサポート、パートナー企業や販路拡大を目指したマッチング、提携先のバンコック銀

行を通じた金融サービスの提供など、様々なご要望にお応えしています。タイ進出を検討されて

いる方がいらっしゃいましたら、お気軽にご相談ください。

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３１　アジアニュース  2019.12.12 11.58.30  Page 31 



― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

経済コラム 北斗星

新しき年（令和２年）を迎えるに当たって
この稿がお手元に届くのは、本年の年末近くになると思われる。毎年この時期になると、

過ぎた１年を振り返り、来るべき新しき年に思いを巡らすのが恒例であろう。そこで我が国

および北海道経済の行方について、若干の所感を述べて見たい。

我が国の実質GDPの伸び率について、国内の主要経済研究所等１２社の予測値の平均を見る

と、２０１９年度は０．７％、２０２０年度は０．５％と緩やかな成長を見込んでいる。成長率はやや鈍化

するものの、底割れには至らないとの大方の見通しである。もっとも、米中貿易協議の行

方、原油価格の動向、英国のEU離脱問題、世界各地にみられる地政学リスクの展開、消費

税引き上げ後の個人消費の回復テンポ、気候変動といった様々な不確定要因を抱えているだ

けに、安易な楽観は許されない状況といえよう。

政府は、大きな被害をもたらした台風１９号の災害復旧もあって、大型の補正予算を組んで

景気の下支えを図る意向であるが、税収の想定外の伸び悩みから赤字国債の増発は避けられ

ないといわれている。財政健全化の歩みがさらに遅くなるとみられる中で、今後、財政支出

の中身が成長促進的なものか否か、十分、吟味する必要がある。昨今、やや気になるのは、

地方創生に対する政府の取り組みである。継続性が重視されるこの分野であるが、このとこ

ろ「地方創生」という言葉が政府当局者からあまり聞かれなくなった。度重なる交代で、最

近では地方創生担当大臣が誰であったか、ぼんやり霞んでしまうといった状況も気懸かりで

ある。

さて、北海道経済に目を転じて見ると、北海道の実質成長率は、北海道二十一世紀総合研

究所の見通しによれば、２０１９年度０．８％、２０２０年度０．５％となっている。建設投資・省力化投

資を中心とした設備投資の増加や個人消費も底堅く推移すると見込まれ、成長率は鈍化する

ものの緩やかな回復基調を辿るとの予測である。急ピッチな人口減少、法人事業所数の減少

（経済センサス、平成２１年、２４７千社→平成２８年、２２４千社）といった成長制約要因の中で、

なんとかプラス成長を維持していることは特筆すべきことといえるのかも知れない。

もっとも、北海道経済にも人口減少問題以外に様々な課題がある。JR北海道の不採算路

線問題や道内７空港の民営化など、北海道の交通インフラ再構築はこれからが勝負だ。ま

た、もう１０年もすれば、既存の道路、橋梁、トンネルなどの大補修時代も到来する。さら

に、全国一高い電気料金の是正など電力供給体制を巡るエネルギー問題もある。１２月にスペ

インで開催されたCOP２５の国際会議を契機に、石炭火力発電に対する批判も急速に高まって

来た。こうした状況下、鈴木知事は、IR（統合型リゾート）について、北海道として国に対

する誘致申請を見送る決断をされた。大きな決断であると思う。鈴木知事に対しては、明

年、就任後２年目を迎えるのを契機に、北海道の将来像とそれを達成するための具体的な政

策について、これまでの総合計画を総点検して頂きたいと思う。若きリーダーシップに大い

に期待したい。

（令和元年１２月１２日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年７～９月 ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ １０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ １０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ １０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９
７～９月 r ９３．１ △２．８ １０２．５ △０．５ r ９２．５ △３．０ １０２．１ △０．１ r１０７．９ ２．１ １０２．９ △１．７

２０１８年 １０月 ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ １０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ １０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ １０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ １０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ １０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ １０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ １０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ １０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ １０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 ９３．９ △０．７ １０２．７ １．３ ９３．７ △１．４ １０２．５ ２．７ １０７．１ １．３ １０４．５ △０．２
８月 ９３．０ △１．０ １０１．５ △１．２ ９２．２ △１．６ １０１．２ △１．３ １０２．５ △４．３ １０４．４ △０．１
９月 r ９２．４ △０．６ １０３．２ １．７ r ９１．５ △０．８ １０２．７ １．５ r１０７．９ ５．３ １０２．９ △１．４
１０月 p９０．０ △２．６ ９８．６ △４．５ p９１．１ △０．４ ９８．１ △４．５ p１０５．７ △２．０ １０４．２ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８４７ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６０１ ５．９ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３

２０１８年 １０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４２△４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８８９ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７４ １．３ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７１６ １０．４ １７，４３１ ２６．５ ５，６１５ ２２．１ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２９８△６．２ １４，５７７△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６５ △１７．３ ５８，３９２ △４．１ １０，３１２ △３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2019.12.16 18.32.20  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，２９９ １６．７ ７２，３５１ ６．９ １７，８２５ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６

２０１８年 １０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５△４．３ ４，０３７△１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１０８ １７．４ ２４，２５９ ４．７ ５，７８７ ６．５ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，２６５ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，３２３ ０．０ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０

２０１８年 １０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ p １１２ △６．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2019.12.16 18.32.20  Page 34 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７

２０１８年 １０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５

２０１８年 １０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号

ｏ．２８２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2019.12.16 18.32.20  Page 35 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３

２０１８年 １０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ― ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６

２０１８年 １０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ １，１３２，８３４ △１６．１ ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ １，４３２，３４０ １４．３ ８２３，０４１ ７．２

２０１８年７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ ３４６，７４０ ２５．３ ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ ４３４，２２２ ３５．６ ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ ３３３，１１８ △１０．４ １９７，２５１ △２．０
４～６月 ７０，０１３ △３０．７ １９０，８０１ △５．６ ３３０，３０５ ３．８ １９４，０９２ △０．１
７～９月 ８１，６３７ △１７．９ １９１，５２９ △５．０ r ２７２，６０８ △２１．４ r １９６，７９２ △４．９

２０１８年 １０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ １１５，８５１ ２２．４ ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ １３７，２０６ ３５．６ ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ １８１，１６５ ４５．７ ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ １２２，４２４ △７．７ ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ １１４，２０５ △０．６ ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ ９６，４８８ △２２．２ ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ １３４，４９９ ２４．５ ６６，０５４ ６．５
５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３５３ △７．８ １１５，９７４ △１０．０ ６８，０５５ △１．４
６月 ２４，４３１ △１８．３ ６５，８５８ △６．６ ７９，８３２ △１．８ ５９，９８３ △５．２
７月 ３８，４５６ ２０．７ ６６，４３４ △１．５ １００，０３３ △１．４ ６８，９５７ △１．１
８月 ２２，５１８ △４２．４ ６１，４１２ △８．２ ９６，４０２ △３９．０ ６２，８６９ △１１．９
９月 ２０，６６２ △２７．４ ６３，６８３ △５．２ r ７６，１７３ △１２．８ r ６４，９６６ △１．５
１０月 ２６，８１３ △２３．９ ６５，７７１ △９．２ p ９２，６１２ △２０．１ p ６５，６１４ △１４．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，９３９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４～６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７～９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９

２０１８年 １０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０
５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７
６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７月 １６３，７８４ ２．８ ７，８７４，９３０ １．９ １０４，５５６ ２．４ ５，０１９，９９７ ２．２
８月 １６５，６０８ ３．３ ７，８６４，５０９ ２．０ １０５，５４２ ３．０ ５，０２０，３５０ ２．２
９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９
１０月 １６４，０９６ ２．７ ７，９３１，７９３ ２．６ １０５，２５８ ２．７ ５，０３７，７１９ ２．１

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１月号
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調査レポート
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●道内経済の動き
●２０２０年度北海道経済の見通し
●経営のアドバイス
ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その６
●アジアニュース
「北海道どさんこプラザ」バンコク店、
開業１周年を祝うイベント開催
●経済コラム 北斗星
新しき年（令和２年）を迎えるに当たって
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